
各種調査の概要

回答依頼者 調査方法

介護予防・日常生活圏域

ニーズ調査

令和7年1１月1日時点，市内在住で65歳以上の要介護認定を受けていない方

から，

各福祉圏域600人（計4,800人）を無作為抽出。

郵送にて依頼

回答は，郵送返信・ウェブ回答のどちらかを選択

在宅介護実態調査

要支援・要介護認定を受けている方のうち，調査期間内に認定調査を実施す

る方

（６００件）

認定調査実施時に調査員による聞き取り

回答依頼者 調査方法

在宅生活改善調査

各事業所のケアマネージャー　（約２００人）

（居宅介護支援事業所，小規模多機能型居宅介護事業所，看護小規模多機能

型居宅介護事業所，地域包括支援センター）

居所変更実態調査

住宅型有料老人ホーム，軽費老人ホーム，サービス付き高齢者向け住宅，グ

ループホーム　，特定施設入居者生活介護（地域密着型含む），介護老人保

健施設，特別養護老人ホーム（地域密着型含む）

（市内約60事業所）

介護人材実態調査

【施設・居住系サービス】

特別養護老人ホーム（地域密着型含む）、介護老人保健施設、介護医療院、

ショートステイ、グループホーム、特定施設（地域密着型含む）、住宅型有

料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、軽費老人ホーム

【通所系サービス】

通所介護（地域密着型含む）、通所リハビリテーション、認知症対応型通所

介護、通所型サービス（総合事業）

【訪問系サービス】

訪問介護，訪問入浴，夜間対応型訪問介護，訪問系サービス（総合事業）

小規模多機能型居宅介護，看護小規模多機能型居宅介護，定期巡回・随時対

応型訪問介護看護

(約２００事業所）

第１０期調布市高齢者総合計画の策定に向けた各種調査について

目的

第１０期高齢者総合計画の策定に向け，「地域包括ケアシステ

ムの深化・推進」という観点に加え，「介護離職をなくしてい

くためにはどのようなサービスが必要か」という観点を盛り込

むため，「高齢者等の適切な在宅生活の継続」や「家族等介護

者の就労継続」の実現に向けた介護サービスの在り方を検討す

るために実施

第８期計画の「介護保険事業計画における施策反映のための手引き」で新たに３つの調査が示されました。

調布市では，今回初めて実施いたします。

要介護状態になる前の高齢者に，健康や日常生活，社会参加の

状況等を伺い，「第１０期調布市高齢者総合計画（令和９年度

～令和１１年度）」の策定，進捗管理，事業評価のための基礎

資料とするために実施

各事業所に郵送にて依頼

回答は，郵送返信・ウェブ回答のどちらかを選択

介護人材の確保，適切な役割分担の実現

要介護者の適切な在宅生活の継続

目的

住み慣れた施設等における生活の継続

資料３－２


